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Ⅰ 指針策定の必要性と性格 
 

１ 必要性 
  本町の財政状況は、長引く景気低迷により、歳入の根幹である町税収入が伸び悩む 

一方、公債費や扶助費などの義務的経費の増加や少子高齢社会、地域経済の活性化な 

ど時代の要請に的確に対応するための財政需要が増加を続け、財政収支は逼迫し、そ 

の厳しさは年々増しています。このような財政状況は、本町だけでなく地方全般にわ 

たるものであり、国においては、平成１７年３月２９日「新地方行革指針」を策定し、 

地方の一層の行財政改革を促進することとしています。本町においても町村合併後、 

直ちに行財政改革に取り組み、平成１８年１月２４日には吉賀町行財政改革大綱、平 

成１８年３月２２日には吉賀町行財政改革集中改革プランをそれぞれ策定し、これま 

で以上の改革に取り組むこととしています。 

こうした状況の中、行財政改革を具現化するため、財政健全化の視点から財政運営 

の指針を明示するとともに、その実現に向けての具体的な取り組み等を明らかにする

ことが重要であるという観点から、「財政健全化指針」を策定し、全庁一丸となって

財政健全化に取り組む必要があります。 

 

２ 性格 
 この指針は、吉賀町行財政改革大綱（第２章「改革に向けた具体的取り組み」第３ 

節「効率的で生産性の高い行財政運営の推進」４「財政の健全化」（７）財政指標の 

改善）の実施計画である吉賀町行財政改革集中改革プラン（実施項目番号３－４－７） 

に基づき策定するもので、普通会計に係る財政健全化のための基本となるものです。 

 

３ 対象期間 
指針の対象期間は、集中改革プランとリンクさせるため、原則５年間とします。但 

し、今回策定分は、平成１９年度から平成２１年度までの３年間分とします。 
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Ⅱ 地方財政と本町財政の現状 
 

１ 地方財政の現状 
  地方財政は、引き続く景気の低迷により大幅な税収不足が生じる中で、財源不足が 

拡大するという構造的な問題があり、徹底した行財政の簡素化・効率化等により、歳 

出の抑制と経済活性化を図ることによる税収増に努めることによって、財政収支の改 

善を図り、健全化を進めることが急務となっています。 

こうした状況を踏まえ、国においては、国庫補助負担金、税源移譲を含む税源配分 

のあり方、地方交付税の三位一体の改革を推進し、地方に対する国の関与を縮小する

とともに、地方の権限と責任を大幅に拡大し、地方財政の自立を目指す方針が「経済

財政改革の基本方針２００７（骨太の方針２００７）」などで示され実行されていま

す。そして、現下の危機的な地方財政の状況に鑑みれば、こうした自己決定・自己責

任の原則に基づく地方税財政制度の改革とあわせて、地方財政の健全化と地方行財政

運営の効率化を強力に推進することが不可欠となっています。 

このような地方財政の現状を「多額の財源不足と増加を続ける借入金残高」「財政

の硬直化」「三位一体の改革と地方財政構造の転換」の三つの項目で簡潔に総括しま

す。以下、総務省資料からの抜粋です。 

（１）多額の財源不足と増加を続ける借入金残高 

   近年の地方財政は、地方税収の大幅な伸びは期待できず、一方で、生活保護費な

ど社会保障関係経費をはじめとする財政需要の増加により、地方の財源不足は多額

となり慢性化しています。 

○財源不足額(平成１９年度)４．４兆円 

又、これらの財源不足への対応や相次ぐ景気対策に伴う地方債発行の増加により、

地方債依存度が高い水準で推移し、地方の借入金残高は増加を続けています。 

○地方債依存度（平成１９年度）１１．６％（地方交付税特別会計分を含む） 

○借入金残高（平成１９年度末）１９９兆円（地方交付税特別会計分を含む） 

（２）財政の硬直化 

多額の財源不足や借入金残高の増大等により、財政指標は高い水準で推移し、平

成１７年度の地方財政決算では、財政構造の弾力性を判断する各指標がいずれも悪
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化し、硬直化が懸念される状況にあります。 

○経常収支比率 

（平成７年度）８４．７％→(平成１７年度)９１．４％ ＋６．７％  

    ○公債費負担比率 

（平成７年度）１３．３％→(平成１７年度)１９．２％ ＋５．９％  

○起債制限比率 

（平成７年度） ９．９％→(平成１７年度)１１．７％ ＋１．８％  

（３）三位一体の改革と地方財政構造の転換 

三位一体の改革は、税源移譲による地方税の充実を図り、国の規制や関与を廃

止・縮減することで、地方公共団体が自らの財源と権限で、真に住民が必要とする

サービスを提供する地方分権改革の一環として位置付けられています。 

このように、国と地方の税財政構造が大きな変革期にある中、今後の地方財政運

営にあたっては、これまで以上に自主的・自立的な財政運営が求められようとして

います。 

 

２ 本町財政の現状 
  本町の財政は、地方税等の自主財源に乏しく地方交付税や国庫支出金等にその多く

を依存せざるを得ない状況にあります。しかし、その依存財源についても多くを期待

できない状況下にあって、その財源不足を補うため基金の取り崩しにより対応してい

るのが現状です。 

  このような状況を歳入、歳出、基金などの主な項目で簡潔に総括します。 

（１）歳入 

  ①地方税 

    歳入の根幹を成す地方税は、長引く景気低迷の影響により減少しており、今後

も大幅な増税は期待出来ません。 

    ○Ｈ１４年度 ５６６百万円→Ｈ１８年度 ５００百万円 

                        △６６百万円、△１１．７％ 
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【地方税の推移】           単位：百万円 

年度 地方税額 摘    要 

１４ ５６６ 旧柿木村・旧六日市町合算 

１５ ５０７ 旧柿木村・旧六日市町合算 

１６ ５２２ 旧柿木村・旧六日市町合算 

１７ ５１３ ９月末迄：旧柿木村・旧六日市町合算、１０月以降：新町分 

１８ ５００ 新町分 

※摘要欄記載内容は、以下掲載についても同様。 

  ②地方交付税 

    歳入の約６０％を占める地方交付税及び平成１３年度から普通交付税の代償

措置として創設された臨時財政対策債を加えた合計額は、ここ数年横這い傾向に

あります。尚、平成１６年度には三位一体改革の影響（地財ショック）で前年度

と比較して２１５百万円の減少となっています。 

【地方交付税及び臨時財政対策債の推移】     単位：百万円 

地方交付税 

年度 普通 

(Ａ) 

特別 

（Ｂ） 

小計Ａ＋Ｂ 

（Ｃ） 

臨時財政対策債 

発行可能額 

（Ｄ） 

合計 

 

Ｃ＋Ｄ 

１４ ３，２０４ ３５０ ３，５５４ ２７４ ３，８２８ 

１５ ３，１５９ ３１８ ３，４７７ ４４７ ３，９２４ 

１６ ３，０８５ ３０７ ３，３９２ ３１７ ３，７０９ 

１７ ３，１５１ ４２０ ３，５７１ ２４５ ３，８１６ 

１８ ３，２９２ ３４９ ３，６４１ ２１２ ３，８５３ 

  ③自主財源及び依存財源 

    歳入総額に占める地方税などの自主財源の割合(自主財源比率)は、極めて低く、

平成１８年度決算で１８．７％となっています。 

又、地方交付税、国庫支出金、地方債などの依存財源もここ数年で約５億円強

減少しています。 

    ○自主財源比率 

（Ｈ１４年度）１７．７％→(Ｈ１８年度)１８．７％ ＋１．０％ 
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【自主財源及び依存財源の推移】      単位：百万円、％ 

年度 
自主財源 

（Ａ） 

依存財源 

（Ｂ） 

合計Ａ＋Ｂ 

（Ｃ） 

自主財源比率 

Ａ/Ｃ 

１４ １，２１０ ５，６２４ ６，８３４ １７．７ 

１５ １，２３９ ５，６４０ ６，８７９ １８．０ 

１６ １，２４１ ４，８０４ ６，０４５ ２０．５ 

１７ １，０４９ ５，９８８ ７，０３７ １４．９ 

１８ １，１６７ ５，０６６ ６，２３３ １８．７ 

     ※自主財源は、地方税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消

費税交付金、自動車取得税交付金、分担金及び交付金、使用料及び手数料、財産収入、

寄付金、繰入金、繰越金、諸収入の合計額。 

     ※依存財源は、地方譲与税、地方特例交付金、地方交付税、交通安全対策特別交付金、国

庫支出金、県支出金、地方債の合計額。 

（２）歳出 

  ①歳出規模 

    本町の歳出経費の規模は、平成１４年度以降漸減しています。 

    ○歳出規模 

（平成１４年度）６，７７５百万円→(平成１８年度) ６，１８９百万円  

△５８６百万円、△８．６％ 

②義務的経費及び投資的経費 

義務的経費については、人件費は平成１４年度以降漸減、扶助費は横這い、公

債費は増加し、総体では伸びています。一方、投資的経費については、年度によ

って増減の変化がありますが傾向としては減少しています。 

又、義務的経費に準ずる特別会計への繰出金も増加傾向にあります。 

    ○義務的経費 

（平成１４年度）３，０４７百万円→(平成１８年度)３，４５７百万円  

４１０百万円、１３．５％ 

    ○投資的経費 

（平成１４年度）１，５３８百万円→(平成１８年度)８４４百万円  
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△６９４百万円、△４５．１％ 

○繰出金 

（平成１４年度）４７７百万円→(平成１８年度)６１７百万円  

１４０百万円、２９．４％ 

【歳出規模・義務的経費及び投資的経費の推移】   単位：百万円 

義務的経費 

年度 
人件費 

 

（Ａ） 

扶助費 

 

（Ｂ） 

公債費 

 

（Ｃ） 

小計 

Ａ＋Ｂ＋Ｃ 

（Ｄ） 

 

投資的

経費 

（Ｅ） 

 

その他 

 

（Ｆ） 

 

歳出 

合計 

Ｄ＋Ｅ＋Ｆ 

（再掲） 

その他の

内、繰出金 

１４ １，０４９ ３９９ １，５９９ ３，０４７ １，５３８ ２，１９０ ６，７７５ ４７７ 

１５ １，０７２ ４４４ １，７９９ ３，３１５ １，４２５ ２，０９０ ６，８３０ ４９０ 

１６ １，０４７ ４４４ １，７４１ ３，２３２ ８０７ １，９８２ ６，０２１ ５４５ 

１７ １，０４７ ４３７ １，９８７ ３，４７２ １，３８８ ２，０５３ ６，９１３ ６０４ 

１８ ９６２ ４１３ ２，０８２ ３，４５７ ８４４ １，８８８ ６，１８９ ６１７ 

（３）基金 

   本町基金の内、一般財源対策のために取崩し可能な基金として、財政調整基金及 

び減債基金がありますが、平成１８年度末残高は約１０億円となっています。 

又、特定目的基金を含めた基金全体の残高は、年々減り続け平成１８年度末には 

  １４億円を割り込み僅かなものとなっています。 

【基金残高の推移】          単位：百万円 

年度 

財政調整基金 

 

（Ａ） 

減債基金 

 

（Ｂ） 

小計 

Ａ＋Ｂ 

（Ｃ） 

その他 

特定目的基金 

（Ｄ） 

合計 

 

Ｃ＋Ｄ 

１４ ５４４ ３５０ ８９４ ８０３ １，６９７ 

１５ ５６３ ３６３ ９２６ ６５３ １，５７９ 

１６ ５２０ ３７６ ８９６ ５１８ １，４１４ 

１７ ５２０ ４０２ ９２２ ５１２ １，４３４ 

１８ ６０２ ４０２ １，００４ ３７７ １，３８１ 
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（４）地方債現在高 

   従来の地方債発行により平成１４年度で約１４５億円あった残高が、ここ数年の

発行抑制と繰上償還により、平成１８年度には約１１３億円となっています。 

【地方債現在高の推移】          単位：百万円 

年度 

一般公共 

事業債 

（Ａ） 

一般単独 

事業債 

（Ｂ） 

辺地対策 

事業債 

（Ｃ） 

過疎対策 

事業債 

（Ｄ） 

その他 

 

（Ｅ） 

合計 

 

Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＋Ｅ 

１４ ８２０ ２，３５０ ７７２ ７，０９６ ３，５０４ １４，５４２ 

１５ ７３３ ２，１８３ ７０６ ６，５２０ ４，０３５ １４，１７７ 

１６ ６３５ ２，０５２ ６４５ ５，８６０ ４，１５１ １３，３４３ 

１７ ５４１ １，９０６ ５７０ ５，３１７ ４，３０９ １２，６４３ 

１８ ４３８ １，６０５ ５１９ ４，６１６ ４，２０４ １１，３８２ 

（５）財政指標 

  ①財政力指数 

    地方交付税法の規定により算出した基準財政収入額を基準財政需要額で除し

た数値を言い、地方公共団体の財政力を示す指数として用いられています。指数

が１に近いほど普通交付税算定上の留保財源が大きく、財源に余裕があると言え

ます。１を超えると地方交付税不交付団体となりますが、その超えた分だけ標準

以上の行政を行うことが出来ます。 

本町の場合は、概ね０．１５程度の低位のところを数年推移しています。 

  ②経常収支比率 

 地方税・普通交付税等の経常的な一般税源収入が、義務的経費（人件費、扶助

費、公債費）や施設の管理運営費などの経常的経費にどれだけ使われているかを

示すもので、近年、高い値を示しています。 

この値が８０％を超えると財政構造が弾力性を失っていると考えられていま

す。 

  ③起債制限比率 

    地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入さ

れる財源の内、公債費（地方交付税措置の無いもの）に充てられるものの割合を
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示すもので、ここ数年、微増の傾向にあります。 

この値が２０％を超えると特定の事業の地方債について、許可が得られなくな

ります。 

  ④実質公債費比率 

    起債制限比率では、従来考慮されていなかった公営企業会計への元利償還に係   

   る繰出金や一部事務組合等への公債費類似経費を加算することによって財政の

実質赤字、言わば連結決算の考え方を導入したものです。この比率は、平成１８

年度から新たに導入されたものですが、１８％未満の場合には地方債発行が協議

制に移行出来ますが、１８％を超過する場合は従来どおりの許可制で公債費負担

適正化計画策定が義務付けられ、さらに２５％超過の場合には一部単独事業の起

債が制限されます。 

    本町の場合は、地方債発行許可制の団体となっており、公債費負担適正化計画

を策定しています。 

【財政指標の推移】            単位：％ 

年度 財政力指数 経常収支比率 起債制限比率 実質公債費比率 

１４ ０．１５３ ９１．９ １４．５ ― 

１５ ０．１５６ ９３．５ １５．１ ― 

１６ ０．１５４ ９５．１ １６．０ ― 

１７ ０．１５５ ９７．９ １６．９ ― 

１８ ０．１５４ ９３．２ １７．５ ２３．２ 
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Ⅲ 財政健全化の基本的な考え方 
 

１ 基本的な考え方 
  国の構造改革の方向性等を踏まえれば、国に依拠してきた地方交付税や国庫補助金

などの依存財源にも、もはや多くを求めるのは困難な状況です。しかし、このような

状況下にあっても、少子化、高齢化、情報化など社会経済情勢の変化に対応し、自立

的に発展していける快適で活力ある町づくりを目指していかなければなりません。又、

本格的な地方分権時代を迎える中で、個性ある地域づくりや独自の政策・施策を自ら

の判断と責任で展開していかなければなりません。 

そのためには、徹底した財政健全化の取組みを推進し、様々な環境変化にも機敏か  

 つ柔軟に対応できる効率的な財政基盤を構築していくこととします。 

 

２ 改革の視点 
財政健全化は、それ自体が目的ではなく、町の未来への飛躍のための改革です。こ

のため、財政健全化の推進にあたっては、次の視点で取り組みます。 

（１）町の果たすべき役割の再検証 

   少子化、高齢化、情報化などによる社会経済情勢の変化や、地方分権など行財政

システムの構造的改革に対応していくため、国、県、住民との新たなパートナーシ

ップを構築し、基礎的自治体としての町行政の果たすべき役割を見直します。 

（２）重要な政策課題への集中的・重点的投資 

   全国に先駆けて進展する県内及び町内の高齢化・過疎化、これに伴う産業活動の

停滞や中山間地域の活力低下など、地域固有の課題や住民ニーズに的確に対応して

いくため、予算や人員などの資源を、重要課題に集中的・重点的に投資していきま

す。 

（３）行政サービスの量から質への転換 

現在の行財政システムの中の非効率な面を排除し、限られた予算や人員を有効に

活用するため、最小のコストで最大の効果を発揮させる成果重視の取組みを積極的

に推進します。 
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（４）歳入の確保による自立性の向上 

   自主財源に乏しい脆弱な財政構造を改善していくため、受益と負担の関係を明確

にし、自主財源の充実確保に向けた取組みを推進します。 

（５）住民との情報共有の推進 

町政に対する住民の信頼を高め、「住民本位」「地域主体」の観点から住民の意

見を行政運営に反映させるため、財政の現状と将来展望について、積極的な情報提

供に努め、住民との情報共有のもと財政健全化の取組みを推進します。 

（６）説明責任と情報公開による透明性の向上 

   町政に関わる住民への説明責任を果すとともに、情報公開制度のより一層の拡充

により行政の透明性を高めます。 
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Ⅳ 財政健全化の方策 
 

１ 目指すべき姿 
  「自立」し、「持続可能」で、「透明」な財政運営を財政健全化の目指すべき姿と 

します。 

即ち、歳入歳出両面における改善により「自立」し、財政の弾力性を向上させるこ 

とにより「持続可能」で、説明責任と情報公開による「透明」な財政運営を目指しま

す。 

自  立 

自らが捕捉・徴収し、自らの意思で活用・配分できる歳入を確保するとともに、

事務事業の整理合理化による経費縮減と、客観的な優先順位付けに基づく施策の選

択など、歳入歳出両面における取り組みを推進することにより、「自立」した財政

運営を目指します。 

《推進項目》 

○自主財源を中心とした歳入構造への転換 

○自主的な事業評価による事務事業の整理合理化 

持続可能 

将来の財政負担を考慮に入れ、町債、債務負担行為を抑制するとともに、経常収

支比率など財政指標の適正化を図り、財政の弾力性を向上させることにより、計画

的で「持続可能」な財政運営を目指します。 

《推進項目》 

○町債・債務負担行為の抑制 

○財政の弾力性向上 

透  明 

説明責任を果たし、住民の町政への理解を深めるとともに、協働の意識高揚を図

るため、あらゆる機会を捉え、わかりやすい財政情報を公表するなど、「透明」な

財政運営を目指します。 

《推進項目》 

○わかりやすい財政情報の公表 
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２ 推進項目 
  「１目指すべき姿」を実現するための具体的な推進項目を以下のとおり設定します。 

（１）自立 

  ①自主財源を中心とした歳入構造の転換 

多様化する財政需要に対し、自らが捕捉・徴収でき、自由で弾力的な配分が可

能な自主財源の確保は、自立した行財政運営には必要不可欠です。そこで、自主

財源確保の取り組みを積極的に推進することにより、自主財源を中心とした歳入

構造への転換を図ります。 

   ⅰ町税収入等の確保  

税務行政の公平性、公正性、透明性の原則を踏まえ、課税客体の完全捕捉と

徴収率の向上を図り、町税収入の確保に努めます。 

〔取り組み項目〕 

 ○徴収対策の徹底 

  ・徴収検討委員会の定期的開催と活性化 

  ・徴収率目標数値の設定と収納強化 

  ・県町職員の併任辞令制度の活用 

ⅱ受益者負担の適正化 

分担金、負担金、使用料等の公共料金は、住民負担の公平確保と受益者負担

の観点から、利用者の受益の程度に応じた適正な負担となるよう見直します。 

〔取り組み項目〕 

    ○分担金の見直し 

     ・防災行政無線個別受信機取付分担金の徴収  

○負担金の見直し 

 ・保育料改定 

○使用料の見直し 

 ・公営住宅使用料改定 

   ⅲ新たな自主財源の確保 

自主財源の確保には、既存財源の拡充と併せて、新たな掘り起しが必要とな

ることから、既存税率や資産の有効活用などについて検討します。 
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〔取り組み項目〕 

  ○既存税率の見直し 

     ・入湯税課税免除の解除 

    ○資産の有効活用など 

     ・旧島根県警察官舎改築による公営住宅への転用 

     ・広報媒体（広報紙、ホームページ、公共施設など）への広告掲載による広

告料収入の検討 

  ②自主的な事業評価による事務事業の整理合理化 

限られた財源の中で、多様化する住民ニーズや新たな行政課題に的確に対応す

るため、成果と効率性の観点から「事業評価システム（行政評価制度）」の将来

的な導入を視野に入れながら、当面は、あらゆる事務事業について徹底した整理

合理化を推進します。 

   ⅰ人件費の縮減 

     行政サービス水準の維持を前提に人件費の一層の縮減を図ります。 

〔取り組み項目〕 

  ○特別職 

     ・議員の定数削減 

     ・常勤特別職の給与削減 

     ・非常勤特別職の削減等 

○一般職 

 ・定員管理の適正化 

 ・給与の適正化 

   ⅱ物件費の縮減 

     施設設備のあり方及び維持管理方法の見直し、業務委託の縮小、さらに土地

建物賃借料の削減などにより総体的な見直しを行います。 

〔取り組み項目〕 

  ○施設設備のあり方及び維持管理方法の見直し 

     ・学校給食調理場の見直し検討 

     ・指定管理者制度の導入 
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     ・施設設備保守の複数年契約及び一括契約 

    ○業務委託の縮小 

     ・地籍調査事業の縮小 

     ・総合計画策定事業の完了 

     ・文書管理改善事業の縮小、廃止 

○土地建物賃借料の削減 

・直売所土地建物賃借料の支払い停止 

   ⅲ補助費等の見直し 

  一部事務組合負担金については、経費削減を前提に構成団体及び当該組合と

の事前協議を十分行い対応します。又、一部事務組合以外負担金及び補助交付

金については、活動状況や効果などを検討の上、より一層の検証を深め対応し

ます。 

〔取り組み項目〕 

  ○一部事務組合負担金 

   ・構成団体及び当該組合との協議 

  ○一部事務組合以外負担金及び補助交付金 

   ・段階的削減の実施 

   ⅳ普通建設事業の厳選 

     既存計画を毎年度ローリングし、緊急性、必要性、費用対効果を検証した上

で厳選し、真に必要な事業を実施します。又、事業実施に伴う公債費や維持管

理費等の後年度負担にも配慮します。 

〔取り組み項目〕 

  ○事業の厳選 

     ・毎年度ローリングによる見直し 

   Ⅴその他経費の縮減 

     前述ⅰ～ⅳ以外、次の経費についても積極的な節減に取り組みます。 

〔取り組み項目〕 

    ○扶助費 

    ・段階的削減の実施 
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    ○繰出金 

  ・徴収率目標数値設定と収納強化による特別会計繰出金の削減 

     ・水道関係使用料改定による自主財源確保で特別会計繰出金の削減 

     ・水道関係特別会計経営健全化計画に基づく会計運営効率化による繰出金の

削減 

（２）持続可能 

  ①町債・債務負担行為の抑制 

将来の財政負担を伴う町債・債務負担行為残高の増加は、財政の弾力性を低下

させることから、町債・債務負担行為の計画的な活用と残高の抑制を図り、将来

にわたる持続可能で健全な財政運営を行います。 

   ⅰ町債発行及び残高の抑制 

将来の財政負担を見極めつつ活用事業を厳選し、町債発行及び残高の抑制を

図ります。 

〔取り組み項目〕 

  ○町債活用事業の厳選と町債発行の抑制など 

     ・将来負担を見極めた活用事業の厳選 

    ・繰上償還の検討と実施 

   ⅱ債務負担行為設定及び残高の抑制 

町債と同様、将来負担を見極めつつ活用事業を厳選し、債務負担行為設定及

び残高の抑制を図ります。 

〔取り組み項目〕 

○債務負担行為活用事業の厳選 

・将来負担を見極めた活用事業の厳選 

  ②財政の弾力性向上 

財政の弾力性の低下は、将来にわたる安定的で持続可能な財政運営を阻害する

ことから、これまで述べてきた取り組みを推進することにより、財政指標の適正

化を図るとともに、各種基金の適切な活用を行います。又、安定的で効率的な財

政運営を行なうため町債発行にあたっては、優良資金の積極的な確保に努めます。 
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   ⅰ財政指標の適正化 

     地方公共団体の財政の健全化に関する法律により公表が義務付けられる財

政指標の適正化を図ります。この財政指標は、健全化判断比率として用いられ

る実質公債費比率、実質赤字比率、連結実質赤字比率、将来負担比率の４つの

指標です。これらは、毎年度、監査委員の審査に付した上で議会に報告し公表

しなければならないとなっていますが、公表の義務付けは平成１９年度決算か

ら、そして、早期健全化及び財政再生の措置対象として適用されるのは平成２

０年度決算からとなっています。又、現段階において実質公債費比率以外のも

のに係る具体的な計算方法や早期健全化及び財政再生のガイドライン（数値）

は、示されていません。従って、今回は４つの指標の内、実質公債費比率の低

減についてのみ明記することとします。 

     尚、次期策定(平成２２～２６年度)の指針においては、前述の財政指標は、

目標数値を設定しその適正化を図ることとします。 

〔取り組み項目〕 

○財政指標の適正化 

・実質公債費比率の低減 

   ⅱ基金の適切な活用 

今後も厳しい財政状況が見込まれる中、町の貯金である基金は、単年度の財

源対策はもとより、計画的な財政運営を行なうための貴重な財源であることか

ら、基金本来の目的を踏まえた上で、適切な活用を行います。 

〔取り組み項目〕 

○基金への積立て促進と取崩し抑制 

・基金への積立て促進と取崩し抑制 

○財政調整基金の確保 

・財政調整基金の安定的な確保 

   ⅲ優良な地方債資金の確保 

地方分権や財政投融資制度改革が進展する中で、今後、資金調達における市

場環境は一層厳しさを増すことから、市場動向を的確に把握するとともに、優

良な地方債資金を確保します。 
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〔取り組み項目〕 

○優良な地方債資金の確保 

・優良な地方債資金の確保 

  ③予算編成方法の見直し 

現在の厳しい財政状況においては、予算編成において各課等が主体性と責任を

持つとともに、職員一人ひとりがコスト意識を持ち、予算や事業の硬直化を打開

し、創意工夫を凝らし効果的な予算編成を行うことが不可欠となっています。 

従って、予算編成方針の見直しを適宜行います。 

   ⅰ予算編成方針の見直し 

     平成１９年度当初予算編成段階から導入した一部経費についての各課枠配

分方式に見直しをかけながら、歳入に見合った歳出となるような体質改善と各

課等の自主的な取組みが促進できる仕組みについて引き続き検討します。 

〔取り組み項目〕 

○予算編成方針の見直し 

・予算編成方針の見直し 

（３）透明 

  ①わかりやすい財政情報の公表 

今後も引き続き、財政情報の充実に努めるとともに、新たな情報提供の機会を

設けるなど、住民により分かりやすい情報を提供します。又、新たに連結貸借対

照表を作成し、外郭団体を含めた財務状況を明らかにするとともに、財政比較分

析表を作成するなど、計画的な財政運営の資料として活用します。 

   ⅰわかりやすい財政情報の公表 

町の広報紙及びホームページへ財政情報を掲載するなどして広く住民に公

表します。 

〔取り組み項目〕 

○広報紙及びホームページへの掲載 

・当初予算の概要及び決算状況の掲載 

・予算編成に関する情報公表の検討 

    ○財政情報提供機会の拡充 
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     ・出前講座の積極的開催 

   ⅱ財務諸表の作成と公表 

外郭団体を含めた財務状況を明らかにするとともに、様々な角度からの財政

分析が可能となる財務諸表を作成公表するほか、公会計改革について検討を進

めます。 

〔取り組み項目〕 

○財務諸表の作成及び公表 

・バランスシート、コスト計算書の作成及び公表 

・財政比較分析表の作成及び公表 

・連結貸借対照表の作成検討 

○公会計改革の検討 

・公会計改革に向けた情報収集及び検討 
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Ⅴ 改善効果 
 

１ 取り組み効果 
  取り組み効果は、Ⅳ「財政健全化の方策」１「目指すべき姿」の中でも、対象期間 

内において効果の期待の大きい「自立」に関する具体的推進項目を中心に、効果額と 

して試算しました。 

 そして、その効果額を総括すると下表のようになり、平成１９年度から平成２１ 

年度までの対象期間３年間分の効果額は、概ね１４億２２百万円となります。 

 

総括表 

 (単位：百万円) 

推進項目【項目ごとの効果額計】 効果額 

（１）自立【１，１６９】 

①自主財源を中心とした歳入構造の転換【９２】 

ⅰ町税収入等の確保【２】 

 ○徴収対策の徹底 ２ 

ⅱ受益者負担の適正化【１９】 

○分担金の見直し １７ 

○負担金の見直し ０ 

 

○使用料の見直し ２ 

ⅲ新たな自主財源の確保【７１】 

○既存税率の見直し ５４ 

 

 

○資産の有効活用など １７ 

②自主的な事業評価による事務事業の整理合理化【１，０７７】 

ⅰ人件費の縮減【１８１】 

○特別職 ６１  

○一般職 １２０ 

ⅱ物件費の縮減【４３】 

 

 

 ○施設設備のあり方及び維持管理方法の見直し ０ 
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○業務委託の縮小 ３９  

○土地建物賃借料の削減 ４ 

ⅲ補助費等の見直し【１３８】 

 ○一部事務組合以外負担金及び補助交付金 １３８ 

ⅳ普通建設事業の厳選【４００】 

 ○事業の厳選 ４００ 

Ⅴその他経費の縮減【３１５】 

○扶助費 １５ 

  

 

○繰出金 ３００ 

（２）持続可能【２５３】 

①町債・債務負担行為の抑制【２５３】 

ⅰ町債発行及び残高の抑制【２５３】 

 

 

 ○町債活用事業の厳選と資金手当的な町債発行の抑制など ２５３ 

総合計【１，４２２】 
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２ 中期財政見通し 
  １「取り組み効果」で試算した効果額を反映させ、さらに、以下に示す前提条件の

もとで、平成１９年度から平成２８年度までの１０年間に係る中期財政見通しをたて

た上で、今回策定の対象期間である平成１９年度から平成２１年度までの３年間分を

掲載します。 

  今回の対象期間では直接的な影響が現れてきませんが、平成２８年度以降の地方交 

付税の姿を視野に入れた対策を講じていかなければならないことを敢えて付記して

おきたいと思います。平成２８年度は、新町が発足して満１０年が経過し、１１年目

に突入する年度となります。合併後１０年目までは、普通交付税は合併算定替えとい

う優遇された制度が適用されますが、１１年目以降１５年目にあたる平成２８年度か

ら平成３２年度までの５年間は、激変緩和措置によって段階的に削減され、そして、

平成３３年度からは通常の一本算定に戻るということになります。現時点での試算で

は、その影響額として、平成２８年度だけでも９５０万円の減、平成３２年度までの

５年間では２億２４００万円程度の減が見込れています。このような状況を勘案する

と、安定した歳入確保を図りながら、一方では、思い切った歳出削減を図っていくこ

とが極めて重要であるということです。 
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〔前提条件〕 

 

【全 般】 

・平成１８年度決算額及び平成１９年度決算見込額を反映 

・人口推計は、平成７～１２年国勢調査での減少率使用し、平成１７年国勢調査人口を反映 

 

【歳 入】 

■地方税 

○固定資産税、法人住民税：均等割 平成１８年度より標準税率 

○町民税：個 人 均等割：住民基本台帳人口減による影響を考慮 

所得割：生産者人口減による影響を考慮 

法人税  均等割：据え置き 

○固定資産税：土地、家屋、償却資産などについて負担率、評価替えなど考慮 

○軽自動車税：生産者人口減による影響を考慮 

○たばこ税：生産者人口減などによる影響を考慮 

○入湯税：人口減少による入館者数減少及び課税免除解除を考慮 

■地方譲与税・交付金 

○平成１９年度以降、平成１９年度普通交付税基準財政収入額の基準額を用い増減無し 

■地方交付税 

○普通交付税 

・合併算定替により算定  平成２８年度については一本算定＋（算定替－一本算定）*０．９ 

・単位費用増減率(元利償還に伴うものを除く) 

総経費抑制分  平成１９年度から平成２８年度  対前年度比△２．０％ 

・林野水産行政費従事者数の数値急減補正の平成１９～２３年度減少考慮 

・外国人青年招致人員分の平成１９～２２年度減少考慮 

・合併補正分（平成１８～２２年度５年間）を加算 

・元利償還に伴うものは、実績及び計画を考慮 

○特別交付税 

・合併特例に対する措置分（平成１７～１９年度３年間）を加算 
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・頑張る地方応援プログラムによる平成１９～２１年度の財政支援考慮 

・平成１９年度以降、対前年度比を普通交付税同様に総経費抑制分として△２．０％として推

計 

■国庫支出金・県支出金 

○過去の実績や歳出との関連を考慮 

■地方債 

○普通建設事業：過疎対策事業債は、平成２２年度以降無し 

○臨時財政対策債：普通交付税と同じ増減率（△２．０％） 

○合併特例事業債：普通建設分：現在対象分のみ 

基金造成分：平成２０～２４年度までの５年間計上 

 

【歳 出】 

■維持補修費 

○平成１９年度予算ベース及び過去実績考慮し、据え置き 

■普通建設事業費 

○従来の計画を見直し 

○合併特例事業（建設事業）：現在対象分のみ 

■積立金 

○合併特例事業（基金造成）：平成２０～２４年度５年間 
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【平成１９～２１年度財政見通し】 

 

 (単位：百万円、％) 

 １８ １９ ２０ ２１ 対１８比 

[歳入]                               （金額）  （比率） 

地 方 税 ５００ ５５７ ５８３ ５６９ ６９ １３．８ 

地 方 譲与 税・ 交付 金 等 ２４１ １７７ １７７ １７７ △  ６４ △２６．６ 

地 方 交 付 税 ３，６４１ ３，４８２ ３，２７７ ３，１６９ △ ４７２ △１３．０ 

分 担 金 及 び 負 担 金 ５７ ７２ ５５ ５５ △   ２ △ ３．５ 

使 用 料 ・ 手 数 料 ８１ ７３ ７７ ８２ １ １．２ 

国 ・ 県 支 出 金 ６７６ ４９６ ４８２ ４４５ △ ２３１ △３４．２ 

繰 入 金 １３５ ４０ ５８ ３９ △  ９６ △７１．１ 

地 方 債 ６０７ ６１７ ６２６ ６５２ ４５ ７．４ 

そ の 他 ２９５ １６２ １１９ １３８ △ １５７ △５３．２ 

歳入計 Ａ ６，２３３ ５，６７６ ５，４５４ ５，３２６ △ ９０７ △１４．６ 

[歳出] 

人 件 費 ９６２ ９５８ ９７４ ９５３ △   ９ △ ０．９ 

物 件 費 ５１０ ５２９ ５１４ ４９３ △  １７ △ ３．３ 

維 持 補 修 費 ３３ ２８ ２８ ２８ △   ５ △１５．２ 

扶 助 費 ４１３ ４４８ ４４３ ４３８ ２５ ６．１ 

補 助 費 等 ６３５ ６０７ ６５４ ７３１ ９６ １５．１ 

普 通 建 設 事 業 費 ６５３ ６７４ ４５７ ４２７ △ ２２６ △３４．６ 

災 害 復 旧 事 業 費 １９１ ０ ０ ０ △ １９１ 皆減 

公 債 費 ２，０８２ １，６１２ １，５３３ １，４７４ △ ６０８ △２９．２ 

積 立 金 ８１ ２１ １９９ ２０８ １２７ １５６．８ 

貸 付 金 １２ １２ １２ １２ ０ ０．０ 

繰 出 金 ６１７ ７８６ ６２２ ５４９ △  ６８ △１１．０ 

歳出計 Ｂ ６，１８９ ５，６７５ ５，４３６ ５，３１３ △ ８７６ △１４．２ 
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[収支] 

Ａ－Ｂ ４４ １ １８ １３ △３１ △７０．５ 

[基金] 

基金取崩額 １３５ ４０ ５８ ３９ △  ９６ △７１．１ 

基金積立額 ８１ ２１ １９９ ２０８ １２７ １５６．８ 

基金残高 １，３８０ １，３６１ １，５０２ １，６７１ ２９１ ２１．１ 

  うち財調 ６０１ ６２２ ６２３ ６３３ ３２ ５．３ 

  うち減債 ４０２ ４０２ ３７４ ３６０ △  ４２ △１０．４ 

  うち特目 ３７７ ３３７ ５０５ ６７８ ３０１ ７９．８ 

※平成２０・２１年度末特定目的基金残高の内には、次のとおり合併特例事業による基金造成分が

含まれている。 

   平成２０年度末 １９８百万円  

   平成２１年度末 ３９６百万円 

[地方債現在高] 

地方債現在高 １１，３８１ １０，５６１ ９，８２０ ９，１４６ △２，２３５ △１９．６ 

[財政指標] 

財政力指数 ０．１５４ ０．１５８ ０．１６０ ０．１６７ ０．０１ － 

経常収支比率 ９３．２ ９２．４ ９３．０ ９４．８ １．６ － 

起債制限比率 １７．５ １６．８ １４．８ １３．２ △ ４.３ － 

実質公債費比率 ２３．２ ２２．４ ２１．１ １８．９ △ ４．３ － 

実質赤字比率 － － － － － － 

連結実質赤字比率 － － － － － － 

健
全
化
判
断
比
率 将来負担比率 － － － － － － 

※健全化判断比率として用いられる４つの財政指標は、地方公共団体の財政の健全化に関する法

律により公表が義務付けられ、その適正化を図ることとしています。この内、実質公債費比率

については、記載のとおりですが、実質赤字比率、連結実質赤字比率、将来負担比率について

は、具体的計算方法が現段階では示されていません。 

 

 


